







































　　　ぎなかった「東インド会社」である。Santiago Hierro Anibarro， Ｅｌ Ｏｒｉｇｅｎ 面
　　　la Sociedad Ai面面犯四Ｂ芦面。La Evoluc面面/ Asientcハ/に4四面ｙど/
　　　Ｐｒｏｙｅｃtｏ ｄｅ Ｃｏｍａｐａｎｉａｓ　ｄｅＣｏｍｅｒｃｉｏ ｄｅ Ｏｌｉｖａｒｅｓ（1５21一応jj八1998, Madrid
　　　(Editorial Tecnos, S. A.), p, 176 y sigtes.,
　　4) Jaime Vicens Vives.with collabotation of Jorge Nadal oiler, Translated by
　　　Frances Ｍ. Lopez-Morillas， Ａｎ Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｈｉｓtｏｒy　of Ｓｐａｉｎ，1969, Princeton, N.
　　　J. (Princeton University Press), p. 572.
　　5）もっとも，手持ちの資料，文献は多くない。長年にわたって集書に努力し
　　　たにもかかわらず，手許にあるのは，下記のみである。
(1) Roland Dennis Hussey, The Caracas Company 1728-1784, A Study in the
History of Spanish Monopolistic Trade, 1934, Cambridge (Harvard Univer-
sity Press).
(2) Raquel Rico Linage, La Reales Cpmpanias de Comercio con America, Los
Organos de Gobierno, 1983, Sevilla (Escuela de Estudios Hispano-
Americanos de Sevilla).
(3) Monserrat Garate Ojanguren, La Real Comparlia Guipuzcoana de Caracas,
－46－
1990, San Sebastian(Sociedad Guipuzcoana de Edicione y Publicaciones).
(4) Alfonso F. Gonzalez Gonzalez, La realidadeconomica guipuzcoana en los
ahos de superacion de la crisiseconomica del s. XVII (1680-1730), 1994
(Diputacion Foral de Gipuzkoa).
Ⅱ｢カラカス会社」設立の事情
１　「カラカス会社」は，1728年９月25日付け「コンパ二ア・ギブスコ
アナ・デ・カラカスの設立に関する勅令」(Real Cedula de Fundacion de la








































































































































































































































































































済的規則－1765年マドリード」(Reglas establecidaspara el Gobiemo economico,
y Direccion de esta Real Compania-Real Cedula de fundacion de la Real Compania
de Caracas y de Reglas economicas de buen gobiemo-Madrid 1765-Biblioteca de Ａ.
Ｇ.I）という4o）。この規則は。短い前文に続く24の条項からなり，その分
量は多くなく，この会社の設立を特許した勅令の分量の半分以下である。
本稿では，この規則を「規則」と略称しよう。
　なお，この「会社」設立当時，商法典制定のはるか前で，また，その制
定まで,商法に代わる法源として,スペインで用いられた「ビルバオ条例」
の制定よりも前で，他に成文法源はなく，この「規則」にもっぱらよらざ
るをえなかったものと思われる。もっとも，その内容に，今からみれば，
不備な箇所が散見される。会社制度，とくに交易会社あるいは拓殖会社の
制度に不馴れな状況における「規則」制定であっただけに，やむを得ない
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ことであった。そのためであろうか，後述するように，会社の発足後，状
況の進展に伴い，事が発生する都度，株主総会の決議などをもって，対応
の手段がとられたようである。次に，会社法において，一般に論述される
諸点について，順を追って叙述する。もっとも，設立については，勅令に
よる設立であり，「規則」にも細かい定めはない。
２「会社」の法人格について，「規則」に明文の定めはない。しかし。「商
取引をなすべき会社の船舶」（規則I）,また「この商取引が産出する利益は，
すべて，会社に共同とすべきであり，会社の株主は自分のものとすること
ができない」（規則Ⅱ）とあり，会社は出資者とは別個の存在であることを
前提としている，と読み取れる。
　次に，有限責任制について，「規則」に明文の定めは見当たらない。幸
いにも，会社が債務超過におちいり，出資者である株主に対する責任追及
がなかった。もっとも，「会社」は，事業用の資金不足に際して，借入れ
をなしている。たとえば，初代の取締役に就任した者は，「会社」の発足
にあたり，出資の他に資金を供与した上に，未払いの給与は「会社」への
貸付金とされた41）。ところで，「出資者である株主」と記述したが，「規則」
原文における「株主」はinteresadoである。この語は，直訳すれば，「利
益享受者」である。株式を引受け，株金を払込んだ者を，現在, accionista
とスペイン語でいう。この語の使用を回避したのは，まだそのような用語
に馴染んでいなかったためであろう。また,「社員」(socioもしくはasociado)
の語を用いなかったのは，「カラカス会社」が結社契約による会社ではな
かったからであろう。
３　会社への出資について，「株式」の発行が定められていた。株式につ
いて, Accionの語が用いられている。これは，スペインの現行法と同じ
用語である。この株式の株金額は500ペソとされ，株金額は均一であった
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（規則Ⅲ）。株式の引受けを希望する者は，会社の取締役に株式数，氏名な
どを通告し，払込む，その手続きについて細かく定める。そして，「会社
の基金のために必要とみなされる150万ペソ」（規則Ⅳ）をも定めている。
これが「資本金」を意味しているようでもある。もっとも，別の条項で，
「船舶の第一回の航海をなすのに十分の基金を受け取ると」と定めており
（規則Ⅵ），設立時に基金の総額の引受けを予定していなかった，と思われ
る。実際はそうであった。基金の予定額というか，目標額は，上記のよう
に150万ペソであったが，出資の申込み状況が見込み程でなく，「会社」
は，応募が目標額に達しないまま，見切り発車のような形で「会社」は発
足している。 1733年の「基金」額は約70万ペソで，目標額の半額に達し
ていない。その後，1751年に倍額増資があったが，増資額は，それまで
の基金の額と同額であり，これでも約140万ペソであり, 150万ペソを超
えたのは，カラカスなど，現地の商人たちの13万５千ペソの出資の後で
あった42）。
　株式の譲渡制について，「規則」は，その可能性を前提として，譲渡の
細かい手続きを定めていた（規則Ｖ）。
4　この会社の機関として，取締役(Director),株主総会(Junta generalde In-
teresados),会計検査役(Revisor de Cuentas)が定められていた。これは，19
世紀の商法典の株式会社の機関の構成と同じである。
　株主総会は，会社の経済的統治，その商取引，および航海に適切と判断
する規則を定め（規則Ⅸ），簿記，現金出納および譲渡について勘定方が
遵守すべき規則を定め（規則Ｘ），取締役を選任し（規則ＸＸ），取締役，会
計検査役，勘定方，その他の従業員の給与を定め，会計検査役を選任し，
会計計算書の作成される時期を指定し（規則Ｘ），ならびに，会社の運営
に適切と判断するとき，取締役およびその他の従業員を更送する（規則XI),
利益配当について決議する（規則ＸＩＶ）など，会社の指揮および運営に関
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して一切のことを決議する（規則VI）。このように，株主総会を通して,株
主の意思が会社の経営に反影することが認められており，ある程度民主的
であった。
　総会は，第一回目は，交易船の第一回の航海の発航の前に招集されるこ
とになっており（規則VI），その後は，毎年，一回，開かれることとされ
ていた（規則ＸＩＶ）。もっとも，上記の発航前の総会は開かれず，数年間
総会はなく，第一回の総会が開催されたのは，1733年である。その後も，
「規則」の規定にもかかわらず，総会の開催は不定期であり，1749年，「規
則」のＸＩＶの遵守を求める要請に応えて，総会が招集された。その後も，
数年おきの開催で，1773年の総会で，毎年，定日開催が決議され，1781
年まで，ほぼ，この方針が守られた43）。なお，「規則」には「5年毎」と
いう規定があったが，それは，後述するように，会社の業務管理報告書の
作成，総会への提出義務についてである（規則ＸＶＩ）。「会社」の取締役は
それと混同したわけではないであろう。
　総会成立の定足数について規定はなかった。 1734年に開かれた総会の
出席者名簿が残されている。持ち株８株で１議決権が与えられることとさ
れていたので，それから，各人の出資額も明らかになる（文末の表，参照）。
それを見る限り，少数者への株式の集中の現象はみられない。創立間もな
い時であったからであろうか。なお，８株未満の株主，すなわち，議決権
のない株主の総会出席の取り扱いについて，「規則」に規定はなかった。
　総会における議決権は，500ペソの株，８株の株金を払込む者に一票与
えられた（規則VII), 1株１議決権の原則はまだ認められていなかった。
もっとも，多数の株式を保有する株主の議決権の数を制限する規定はなか
った。代理出席は認められており，その手続きの定めがあった（規則VIII）。
ただし，代理人について，一万２千ペソに満たない株金の株主の代理人は，
自ら投票する株主に限定され，１万２千ペソを超える場合，換言すれば，
その持ち株が24株，すなわち，議決権が３票以上の株主については，そ
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の代理人に限定はなかった（規則VIII）。
　ギプスコア県，サンセバスティアンのコンスラードが「会社」の大株主
で，「会社」の経営に参加することはなかったが，総会に出席するその代
表者は総会の審議をリードしていた，と言われる44）。
　総会の議事録について，「規則」に規定はなかった。しかし，王室が大
株主であったため，国王の事務官が，とくに，「会社」のマドリード移転
後は，記録を残している45）。
5　取締役は，会社の設立時において，創立総会が開かれていないので，
「規則」で５名指名されていた。いずれも，ギプスコアの住民であり，そ
の給与も明示された。無論，増員，変更の可能性も留保されてのことであ
る（規則XXII）。事後，総会で任命と定められた（規則ＸＸ）。任期につい
て，また，その員数についても規則は触れていない。ただし，複数形で記
述されているので，少なくとも２名と解する他ない。時期により，その員
数は変勤したようである。取締役は，その就任にあたり，県議会において，
センセバスティアン市に居住すること，会社設立を特許する勅令，この規
則，その他，株主総会が会社の経済的統治のために定める規則などの遵守
を宣誓しなければならないことも定められた（規則ＸＸ）。もっとも，この
「宣誓の儀式」は，「会社」の本部がマドリードに移転すると，その実施は
事実上不可能となった。結局，「規則」の適用範囲はギプスコア県の範囲
に限られている，という解釈で，（規則」ＸＸを適用せず，県の代表ある
いは総会の議長への宣誓に変えられた46）。
　取締役の資格要件として，就任後の居住条件は前述したが。商業実務の
識見，信頼性，経営における能力の条件が定められていたが，これらは，
抽象的の内容である。むしろ，会社の株式16株の保有条件は厳しい資格
要件であった（規則XII）47）。逆に，欠格事由として，同じ時に，一親等内
の親族，二親等内の血族は，二名，理事に就任できないと定められた（規
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則XIII)。
　取締役の職務権限は，当然ながら，会社の指揮・運営であって，船舶の
艤装，建造，積荷の船積み，備品の購入にあたり，さらに，会計検査役を
選任した総会に会計報告するなど，会社の指揮，運営に関するその他の事
項を決定する，と定められた(規則ＸＩＸ)。さらに，船舶の士官，支配人，
カラカス駐在代表，勘定方，などの任命にもあたった(規則ＸＸＩ)。重要
事項について，取締役は参集し，意見が割れる場合，多数決，可否同数の
ときは，選任順位第一位の理事が決することとされた(規則XVIII)。この
規則の規定を見る限り，取締役の定期的集会は予定されていない。あくま
でも，例外的な扱いである。しかし，会社本部のマドリード移転後，会社
の経営の見直しの空気もあって，取締役の定期的集会で会社の業務の運営
を協議することを，1752年の株主総会で決議している48)。
　取締役の義務として規則に定められたのは，５年ごとのその業務管理報
告書の作成，総会への提出である(規則ＸＶＩ)。今一つは，取締役の会社
との利益相反取引の回避義務であり，後述する会計検査役も同じくこの義
務がある，とされた(規則XVII)。
　取締役の責任について，取締役の規則違反の場合，総会は制裁金を課す
ことが定められていた(規則IX)。問題は，計算書類の承認が取締役の責
任免除を意味することから，計算書類の承認決議に取締役の議決権行使が
認められるか，であった。規則はこれに触れていない。当時，論議され，
差し控えるべきである，という内容の王令(RealOrden)が1738年の総会
で紹介されている49)
6　会計監査に当たる機関として，会計検査役が置かれた(規則ＸＶ)。こ
の検査役は，総会が選任し(規則ＸＩＸ)，取締役の作成する会計書類の監
査にあたる，と定められた(規則ｘｖ)。取締役と同様，｢規則｣で，３名の
会計検査役が指名された。３名とも，サンセバスティアン市の住民であり。
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その給与も明示された（規則XXIII）。
7　その他の役職として，一般に, secretarioおよびtesoreroが置かれる
ことがある。これらは。現在でも，スペイン会社法では法定の役職ではな
く，内部規則に規定されるのが通例である。セクレタリオは，直訳すれば
「秘書」であるが，その果たす役割は総務部長である。テソレロは，「経理
部長」もしくは「財務部長」である。「会社」の規則は，これらの役職に
触れておらず，当初，取締役の数名がその役割を分担していたと言われる
が，1739年の総会はこれらの役職の設置を決議した5o）。もっとも，現在，
スぺインでも，このような役職は，定款においてではなく，業務分掌規定
のような内部規則に定めるのが通例のようである。
８　いまひとつ，「会社」の「規則」に規定されておらず，途中から置か
れたものに，「諮問会議」がある。その原語はjuntap rticularである。直
訳すれば，「特別総会」であるが。株主全員が参加する，本来の「総会」
との混同をさけるため，「諮問会議」と訳出する。これも「規則」に定め
がない。しかし。「会社」の設立後，まもなく，取締役の一部と株主の一
部をメンバーとして，会社の運営をめぐって懇談する形で発足し，断続的
に続いたもので，それが株主総会の決議をもって，正式に認知されたのは，
会社のマドリード移転の後であった。その役割はあくまでも諮問であって，
決定機関ではなかった51）。
9　「会社」は特許により設立され，当然のことながら，設立を特許した
　「勅令」およびそれをうけて制定された「規則」に縛られていた。「規則」
の変更にも，国王の了承が必要であったことはいうまでもない。その上，
国王は大株主であった。しかし，国王からの会社の経営に対する積極的な
干渉というか，口出しはなかったようである。無論，大事について，会社
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の経営陣から国王に対して説明というか，報告がなされていたことはいう
までもない52)。
Ｖ　結び
　以上，設立特許の1728年から正式に解散した1785年までの50余年，
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存続した「カラカス会社」の「生涯」を素描した。その設立の背景は，当
時の重商主義の考えの下で，経済の活性化を実現しようとするスペインの
政策であり，「会社」の設立はその施策の一環であった。国王の出資の下
で，沿岸警備，密輸船取締りの交戦権と同時に，対ベネズエラ交易の独占
権が「会社」に与えられ，その経営は期待される。確かに発足後，その事
業は順調にみえた。しかし，時代が悪かった。戦乱が重なり，スペインが
大西洋の制海権を確保できなかったこと，これが事業に打撃を与える。加
えて，スペインの植民地統治がやがて瓦解する前兆である，本国人と植民
地人の対立に会社が巻き込まれ，これも現地の事業不振の遠因となる。そ
して，独占打破，商取引の自由という時代の大きな流れに押し流され，会
社は衰退し，消滅する。
　こういう状況において事業を展開した「カラカス会社」の推移およびそ
の組織構造を瞥見した。先駆的の会社であったにもかかわらず「会社」は，
その構造において，近代的の株式会社に多くの点で対応するものを既に備
えていた。列挙すれば，株主総会，取締役および会計検査役という機関の
構成，出資に対する株式，株金の均一，株式の譲渡の可能，取締役の選任
・解任などに及ぶ株主総会の権限の明定，取締役の責任の規定，利益相反
取引の回避義務の規定，などである。反面，法人格について明文の規定が
なかったこと，株主の有限責任が明定されなかったこと，議決権の行使に
一定の株式の保有条件があり，一株一議決権の原則がなかったこと，取締
役の就任に過大と思われる株式保有条件があったこと，取締役の任期の定
めがなく，その信任の機会が皆無に近かったこと，「社長」ないし代表者
の規定がなかったこと，など，不備と思われる箇所が少なくない。ともか
く，株式会社に先駆する，ジョイント・ストック・カンパニーの一つの類
型であった53）。
　一般に，近代的の株式会社制度に先駆する交易会社には，オランダ型，
フランス型およびイギリス型があると説かれる。オランダ会社は専制的で
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あったのに対し，フランス会社およびイギリス会社は比較的民主的であっ
た，と言われる54）。この「カラカス会社」は，スペインとして実質的に初
の交易会社であり，王室の主導というか，庇護の下で設立される。その構
造は，オランダ型の会社と比べると，比較的民主的であり，フランス型に
分類できよう。それは，王朝の交替にともない，スペインの施策がフラン
スの考え方の影響下にあったことと無縁ではなかったからであろう。とも
あれ，その組織構造は，物足りない箇所が多少あったにせよ，当時として
は，優れたものであった，と思われる。
　この「カラカス会社」の消滅後，ヨーロッパでは，ナポレオンの登場に
よる戦乱にスペインは巻き込まれ，「スペイン帝国」は瓦解し，「カラカス
会社」に続いてスペインで設立された交易会社も消失する。そして，19
世紀に入ってからのスペインの商法典制定において，1807年のフランス
の商法典が強く影響しているようであって，これらの交易会社の経験が立
法において十分生かされたのか。それは，他の交易会社の研究も含めて，
今後の研究課題の一つである。また，「カラカス会社」の不振に至った理
由の一つは，べネズエラ現地における本国人と植民他人の対立，摩擦であ
った。この事情は，スペイン人の植民地支配における高圧的な姿勢，本国
の利益優先という略奪的な体制の結果であり，これに対して先住民および
植民地人の抵抗があった55）。これを飛躍させれば，近時のいろいろの問題
にまでつながり，私としても関心をそそられる問題である。しかし，それ
は私の能力にあまるもので，私の研究の射程外の領域である。本稿ではそ
の指摘に止めることにする。
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別表　1734年のレアル・コンパニア・ギプスコアナ・デ・カラカスの
　　　株主総会に出席した（代理出席も含む）議決権保有株主の名簿
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